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調査対象地区 高知県仁淀川町

調査内容

⒈ 仁淀川町の町なみ（視察）
⒉ 地域の方々へのヒヤリング

・調査対象地域の住民の方々
・町内事業関係者
・移動サービス、宅配サービス等を提供する事業者やその関係者
・介護事業者や僻地医療関係者
・町役場担当者

⒊ 仁淀川町の地域別高齢者の生活実態調査
・今後５年、１０年後の地域の人口動態
・過去20年間の介護認定の推移
・住民主体の新たな取り組み（フレイル予防、生活支援、まちづくり）

⒋ 持続可能なまちづくりに向けての提言（本年度構想）
・未来の姿を見据えた集落維持のための拠点化構想

調査期間 令和3年3月～令和４年３月（事前説明期間を含む）
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高知県仁淀川町

仁淀川町は、高知県の北西部、高知市と松山市の中間に位
置し、北に四国山地、東西に仁淀川が横断する。
平成17年8月１日、高知県の吾川村・池川町・仁淀村の３
町村が合併して誕生した新町。
地形は標高差が大きく、標高約100～1,800ｍ
全般的に険しく、仁淀川本・支流の川沿いに深くV字型を
した峡谷が多いため、平地は少なく、農用地が1.1％、宅
地が0.3％、道路が4.5％で町の総面積の約89％は山林。
集落は川沿いや緑深い山麓の標高100～700 メートルに
点在。

池川地域

吾川地域

仁淀地域
仁淀川町

都市の将来の
縮図でもある



高知県仁淀川町の町なみ(現地視察）







仁淀川町調査計画 地域の方々へのヒヤリング時のたたき台

⑵基本的事項調査（Ⅱ）（地域医療・介護事業者より聴収） 

※地域の医療・介護護拠点状況と将来的な課題と取組みについて 

① 医療体制整備の現状と課題 

ⅰ)大崎診療所 橋元幸星院長 ３０代（自治医大卒） 

※地域医療への思いと、１、２年の短期間の周期で交代され、地域

に根付くことが厳しい過疎地域医療協議会の制度に疑問を持ってい

る医師から聞き取る。大腸内視鏡が得意。オフレコですが自治医大

で研修を積みたい思いがある。 

ⅱ)安部病院 川村事務長 ５０代 

※町内唯一の有床（２０床）と介護医療院（４０床）がある。川村事

務長はスキルを乞われ引き抜きで雇用された。古くからある安部病

院の視点から継続限界点を聞き取る。 

ⅲ）前田病院（隣接する越知町） 前田病院事務長４０代（経営者家系・

薬剤師） 

※訪問看護ステーションの要（１２名利用）。バックベットの役割の

あり方、訪問看護事業継続の限界点を聞き取る。 

    ⅳ）その他医療期間（状況に応じて） 

 

② 介護事業整備の現状と課題 

ⅰ) （有）ぬくもり介護センターおおの統括  

・大野拓真(息子)４０代、代表取締役 大野芳子(母)６０代 

※バイタリティ溢れる経営者とそのジュニアから介護の限界点を探

る  

ⅱ)仁淀川町社会福祉協議会局長 谷脇明徳５０代、 

・介護課長藤原玲子５０代、 

・デイサービスせいらん施設長 川村さん（女性）５０代 

※事務型の施設長と現場のギャップを聞き取る 

ⅲ）その他、介護福祉事業者（状況に応じて） 

※ 買物支援、生活支援、移動支援、地域介護資源への期待、拠点地域へ

の移住生活、小多機など自宅居住を維持しながら介護、生活支援サー

ビスが受けられる場合等について議論を深める。 

※ 従来の営業ベースでは、人件費など営業経費が嵩み、持続性が厳しい

ことが予測。地域の元気な高齢者が中心になって、有償、無償の枠組

みについて考えてみる。 

 

 

イ） 【地域元気高齢者が支えるあたらしい地域互助づくり】住民、事業者 

地域での持続できる生活を維持する為にどうしたら良いか、住民が議論

して行くと、住民主体の互助組織、例えば、地域で共同購買や配達、配食

などを手伝ったり、タクシー運転を手伝ったりの仕組みなどの提案が出

てきて、地域の生活満足度を高め、手ごたえを感じる仕組みにまで発展で

きるかどうか？  

 

※ 地域で共同購買➡ラストワンマイル問題 

（食品、日常生活用品配達、配食などを手伝） 

※ 移動支援（タクシー運転を手伝ったりの仕組みなど） 

※ 地域防災ネットワーク（戸宅連絡システムなど） 

現する為には、上記の生活支援拠点と地域医療、介護拠点に加えて、子育

て、教育環境をセットにした地域を確保しながら町を改めて再構築する

ことができるだろうか？ 

 

※ 持続可能性の高い地域を作る為には、どうしたら良いか 

高齢者中心に分散化してしまった地域（小拠点）と、 

医療・介護、子育て、ストア、移動支援、住まい環境などをコンパク

トに整えた地域（中拠点）と 

高知市など就労・教育・医療・店舗などが充実している高知市など（大

拠点）とうまく繋いでいく仕組み（Ｖターン、Ｎターンなどの人流、

教育連携などの仕組みなど 

中拠点を核にして 5〜10 年内に体力をつけて、再構築できる環境づ

くりができるかどうか。 

 

 

イ） 【限界集落、生活限界になどに関すること】住民、事業者 

時間経過と供に不幸にも限界点に達してきた地域が出てきたとしても、

最後まで地域住民の生活満足度を高め、手ごたえを感じてくれた仕組み

にまで、地域でフォローができるかどうか。 

 

※ 自立限界点に近づいた高齢者の生活を維持する・・・これは全国の課

題。仮に中拠点での生活を少しづつ始めても、地域との関り、繋がり

は続くしくみ（フレイルサポーターの方々がいる？） 

 

※ その際、自立した日常生活が困難になった際に、新たな生活拠点を作

ったとして、そこには行かないで今の場所で生活を続けたい方がい

る時、これを地域社会はどう受け入れるかについても前もって地域

で議論ができるかどうか？ 

 

 

ウ） 【モビリティ・移動支援、情報ツールなどに関すること】住民、事業者 

将来、病院や買い物など移動手段として電気自動車や IT ツールなどの新

技術が地域で応用できる時来た時、それを地域住民が使いこなすだけの

地域力をつくることができるか？ 

 

 

ア） 【生活支援に関すること】住民、事業者 

地域拠点までお店が来てくれて、そこから自宅まで誰かが届けてくれる、

或いは自分で取りに行く、何処に行きたい時には誰かが来てくれる或い

は近所と一緒に出かける､､､これでまだこの地に住み続けられることに

なるのかどうか？ 

 

※ 様々な意見を出して頂き、これが達成されても地域によっては数年

の延伸にしかならない所もあることも含めて、意見交換したい。 

 

 

イ） 【生きがいづくりなどに関すること】住民 

当面の期間は限界集落の生活が不便ながらも、趣味や地域の歴史や文化

を語りながら様々な地域活動等を通して、案外生活を楽しんでいる所も

あるが、こうしたポジティブな市民感覚を有した地域のご高齢の方々を

これから増やしていくことができるか？  

 

※ 生活満足度の高い住民が増加することが、地域の活性化と持続性に

繋がるかどうか（集いの場などの設置と継続） 

 

  

ウ） 【地域での支え合いなどに関すること】住民 

或いはこの様な環境を作ってあればお互いに住み続けられるね、という

緩やかな関係が築けるかどうか。その際には元気シニアの地域支え合い

の確保ができるか？ 

 

※ 地域支え合い活動（移動や見守り支援を地域ボランティアの方々が

担うことで、ボランティアの方々だけではなく、支えられる方々も 

健康度が増し、自立する期間が延びる（健康寿命の延伸）？ 

※ 地域を支える枠組みができたとして、次のエの支援をする役割等も

考えてもよいかどうか。 

 

エ） 【多世代交流、まちづくりなどに関すること】住民、事業者 

地域に持続力を持たせるには若い世代の地域定着が必須だが、それを実 

⒈ 調査項目  

⑴ 基本的事項調査（Ⅰ）（仁淀川町行政より聴収） 

※・今までの取組みの成果と課題と今後の取組に向けた基本的な取組 

 について確認 

・町内１６２地区の５年後、１０年後の人口構成並びに生活状況を 

  考察 

① 仁淀川町中長期計画 

ⅰ）基本目標と政策体系の全体像について 

ⅱ）地域生活インフラの整備状況（中山間地域特有な課題を抽出）  

・医療・介護資源 

・在宅医療・介護連携状況（認知症対策を含む） 

・医療介護従事者確保状況 

・居宅介護整備状況 

・民間事業者（小売店、移動事業者、宅配事業者等）の現状と課題につ

いて 

ⅲ）生活支援体制整備の現状と課題（中山間地域特有な課題を抽出） 

・地域住民の生活状況に関すること 

・地域ボランティアの活動に関すること 

・生活物資の供給状況、地域互助の状況、医療介護資源、交通資源の状

況について 

 

② 第８期高齢者福祉計画に向けての計画 

（中山間地域特有な限界課題を抽出） 

ⅰ）日常生活圏域の整備に向けての課題 

 （小集落地域の課題と位置づけ） 

ⅱ）住民移動、介護事業者の移動支援等に関する課題 

 （運転免許証返納課題、訪看・介護の移動課題、特に冬季…支援限界）

ⅲ）地域共生社会構築に向けての課題 

 （地域ボランティアの活動推進（後期高齢者自立支援、子育て支援等）

とその活動限界点と、民間事業者の限界点と行政の取組み 

⑴第 1 期調査の概要 

生活物資の供給状況、地域互助の状況、医療介護資源、交通資源の状況について

質問項目を定めてヒヤリングを行う。 

①対象者は行政（県、町、地域包括担当）、民間事業者、医療・介護事業者に対

して、現在の実態と、生活物資の供給限界、地域互助の限界点、医療介護資源、

交通資源の供給限界点について、行政、事業者側の見通しを調査する。 

特に地域医療、ケア対策は最後まで安心して生活を続ける為の必須事項である

が、これに対する地域医療、介護事業者のコミットメント構築、民間小売事業者

については、地元の事業者以外に、大手流通宅配事業者等の関り方についても議

論を深める（他地域展開の際に重要）。 

②一方で地域のボランティアや地域住民を対象に現在の活動状況や生活実態

（買物、通院、移動、コミュニティ等の状況）や困りごと等の調査となるが、困

りごとを単に聞き出す調査ではなく、個々の困りごとにどの様に対応している

かを主眼とした調査を行う。 

③ 上記①と②の調査を基に生活・居住安定バランスシートを作成し、行政、事

業者と地域居住者の意識（含む生活満足度）について地域毎に集計し、5 年、

10 年後の地域ボランティア、民間事業者を生活支援、医療、介護サービス、

移動支援等の社会インフラの限界点等についての議論を深める基盤資料を

作成する。 

 

⑵第２期調査の概要 

 上記資料をベースに、今後の縮小社会に向けての、拠点化を課題として地域医

療、介護拠点、生活拠点、地域生活支援、情報システム、移動交通支援、次世代

支援等についての議論を形成し、地域存続に向けてのあるべき姿を描く。 

また、限界集落地においては、居住意識調査（居住している地域に住み続けたい

意思の確認）が必要となるが、今までの取組みでうまく行ったケース、いかなか

ったケースについて振り返るとともに、現在の生活状況において各年代別の捉

え方も踏まえて調査をする。 

地域の方々へのヒヤリング



高知県仁淀川町の調査結果の要約
⒈ 最後のチャンスかもしれない

仁淀川町の年齢構成のボリュームゾーンである団塊の世代が後期高齢者の仲間入りをする2025年が目前に
迫った今こそが、「みんなで励まし合ってこの町で暮らしていく」仕組みをつくっていくラストチャンスだ
という危機感があり、特に、総合福祉計画の策定作業を行った平成29年度にはその思いが一層、強くなっていた

⒉ 地域づくりへの参加意向がある人は多いが、行動に繋がっていなかった
第7期介護保険事業計画策定時に行った介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、「地域づくりへの参加意向がある
高齢者」が半数を占めていた。しかし、回答者の35％（535人）が地域づくりへの参加意向はあるけれど、行動に
つながっていないことが明確になった。

⒊ 課題は山積だが整理ができてきた
⑴ ３町村が合併したが、お互いの”よいとこ取り”がなかなかできていない(地域性だから、価値観が

違うから、と諦める傾向が強い) ⇒ 住民同士が地域(旧町村)を語り合える共通言語がない。
⑵ 医療、介護も人材不足(課題は２０年変わらない)
⑶ ”移動手段”が最大の課題
⑷ 山に暮らすシニアの本当の気持ちは、行政が把握できていない(心や体が弱ってからしか分からない）。
⑸ 子育て、移住、高齢者施策等、縦割り行政を、地域として包括的にデザインできていない。

⒋ 新たな挑戦(２０１９年～)
⑴ 住民主体によるフレイルチェック活動
⑵ 仁淀川町総合福祉計画での位置づけ
「第1期仁淀川町総合福祉計画(地域福祉計画、高齢者福祉計画・介護保険事業計画、障害者計画・障害(児)
福祉計画）」において、令和2年3月、高齢者福祉計画・第7期介護保険事業計画を改定し、フレイル予防
による健康長寿のまちづくりに取り組むことを明記



仁淀川町の政策（まちづくり、モビリティ、医療・福祉サービス）

住民と行政が一体となった新しい協働の仕組みづくり

① 行財政運営の効率化
従来の「事業ありき」で進めるやり方ではなく、

「本来の目的とは何か」「効率的に実現する
ためにはどうすればよいのか」等を十分検討する。

② 住民と行政の協働
個性あるまちづくりのために、従来の住民と行政

の関係ではなく、自己決定自己責任に基づいた
住民参加の仕組みづくり。
住民と行政が一体となって地域のあり方を考え、
一人ひとりが役割をもち行動して新町のまちづくりを推進する。

③「第１期仁淀川町総合福祉計画(地域福祉計画、高齢者福祉計
画・介護保険事業計画、障害者計画・障害(児)福祉計画）」にお
いて、令和2年3月、高齢者福祉計画・第7期介護保険事業計画
を改定し、フレイル予防による健康長寿のまちづくりに取り組む
ことを明記。
仁淀川町総合福祉計画での住民主体による
フレイルチェック活動の展開
（フレイル予防2025スタート）活動の拡がり）
・フレイルが自分事化できた人への選択肢の提供

短期集中総合プログラム
(下肢筋力・口腔・栄養＋セルフマネジメント）導入
⇒プログラム、体制等の構築と実証実験

公共交通としては、仁淀川町町民
バス、コミュニティバス、定期路
線バスの3つがある。このうち定
期路線バスは北部交通、黒岩観光
の2社によって運営され、仁淀川
町へのアクセスを担っている

まちづくり

タクシー利用助成
高齢者の外出を支援し、社会参加

等の機会の増大を図るため、行事へ
の参加又は買い物、通院等に利用す
るタクシーの料金の一部を助成
平成25年4月から施行

モビリティ

課題
仁淀川町の公共の交通機関の便は総じてよくない。

75歳以上のバスは月1〜3回、タクシーは月1回未満の利用が主で
あり，自家用車運転ほどの高頻度利用ではなかった
一方で、年齢層が高くなるにつれ、外出範囲の縮小や外出頻度の
低下がみられ、満足度は低下し、移動状況自体が日常生活の満足
日常生活や日常移動の度を引き下げる傾向がみられる



仁淀川町の医療・介護の現状分析（１）

仁淀川町
８９％が
町外の医
療機関に
入院

完治して
自宅に戻
ることは
かなり少
ない



男

女

男女

特に女性は平均寿命後に深刻な要介護３～５が多い
要介護３，４，５に進行させないことが重要
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▲男性平均寿命(83)

▲女性平均寿命(8８)

100歳
65歳 110歳70歳 80歳 90歳

仁淀川町の20年間全町民約6000名の介護認定記録を分析

要介護認定と年齢の関係性の分析

仁淀川町の医療・介護の現状分析（２）

最後の要介護認定

この実態と対策を
地域で共有する！



生活圏域毎の介護認定状況と５，１０，15年後の介護認定状況を予測

２０３５年を推測すると多くの地区の人口減
少を反映し、要介護認定者数も少なくなり、
最終的には赤点線で示した森、岩丸、大崎の
3地区に要介護者が集中してくる

仁淀川町の医療・介護の現状分析（３）



仁淀川町の住民主体活動の深化（１）

行政と住民が一体となって地域課題に取り組む体制づくり



要介護2レベルのフレイルハイリスク者までフレイルサポーターが実践
(下肢筋力・口腔・栄養＋セルフマネジメント）導入

⇒3か月24回短期集中総合プログラム

仁淀川町の住民主体活動の深化（２）

フレイル予防、生活支援、移動支援による、地域自立支援の為の体制整備へ

住民主体の活動でここまでできる！

Time up &Go ５ｍ歩行 CS-30立ち上がり



令和４年度 調査研究事業
一般財団法人日本自動車研究所
一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会

（東京大学高齢社会総合研究機構）

（本年度に向けて）
人口減少下における中山間地域の
集落維持に関する調査研究（Ⅱ）

調査対象地区の拡大
高知県仁淀川町 ➡ 4市町へ拡大（四万十市、南国市、大豊町）

調査内容

⒈ 生活物資の供給状況、地域互助の状況、医療介護資源、交通資源の状況についての基礎調査

⒉ 今後の縮小社会に向けての議論形成
地域拠点化を課題として地域医療、介護拠点、生活拠点、地域生活支援、情報システム、移動交通支援、
次世代支援等についての議論形成

⒊ 住民が主体の持続可能なまちづくりに向けての提言

（➡➡ 高知県へ拡大 ➡➡➡ 国への提言も視野（国交省、厚労省、総務省）

調査期間 令和４年４月～令和５年３月



中拠点 A拠点【シェアハウス】 B拠点【ケアハウス】 C拠点【地域まるごと特養】

目的
(コンセプト）

病院と自宅の中間施設 地域ｵｰﾌﾟﾝ型の住み替え拠点 暮らしと医療と介護の拠点
（ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ機能を併せ持つ）

内容 ・退院後等の自己管理力獲得
・元気復活合宿利用

＊宿直は元気シニア

・徹底的に居住者と、地
域のモノ・ヒトとを混ぜ
る

・自宅(民家)を個室に見立てて看取りまで支
える拠点ｴﾘｱ
・過ごしやすい住環境整備(ﾊｳｽｲﾝﾎﾞｯｸｽ等)
・担い手ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(介護職を工程分析し、元気
ｼﾆｱﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの活躍を創出)の養成と能力ﾁｪｯｸｼ
ｽﾃﾑ

ま
ち
づ
く
り

FSの活躍 フレイル予防まちの駅（共食ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ、短期集中型総合ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ、学び、Dｶﾌｪ）
まちの保健室＝訪問NSの立寄り拠点（健康づくり・生活改善・心積もり）

交 通 出かけられないことによる生活不活発撲滅（公営タクシー、拠点間をつなぐｽﾛｰﾓﾋﾞﾘﾃｨ、元気シニアへの運転技
能支援) ← 究極のﾌﾚｲﾙ予防により、将来の介護保険・医療保険を削減

流 通 生きがいの創造（“山の恵みを送ろう(受け取ろう)”(ﾊﾟｯｹｰｼﾞｻﾎﾟｰﾄｼｽﾃﾑ)）
高齢者共食支援ビジネス（共食ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ・拠点への日用品配送）
移動スーパーと地域の商店、生産者との連携ビジネスの創出

支え合い 【移動】拠点からラストワンマイル 【見守り】地域防災ネットワークシステム
【情報】日常生活圏域一体化対応（地域助け合い・生活支援・医療・介護）

【学び続けるフレイルサポーター】
住民主体によるフレイルチェック活動を基盤とし、作業療法士とFSが中心となったハツラツ(短期集中
総合型ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ)等の活動を通して、地域医療・介護資源への圧迫を軽減する仕組みをまちづくりとして
構築し、こうしたまちづくりを交通、流通が支援する。将来的には子育て支援、就労支援に発展する。

日常生活圏域における医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供できる、

地域の包括的な支援・サービス提供体制の構築

拠
点
の
確
保



レスパイト住宅
空家の活用

集落

集落

集落

集落

診療所跡の活用

旧学校跡の活用

旧町役場庁舎の活用

お店の再建

花桃

道の駅の活用

拠点ターミナルの整備

周辺集落とつながる
生活交通の拠点

周辺集落とつながる
生活交通の拠点

小多岐／24時間ケア拠点

花桃

花桃

花桃

住み慣れた地域に暮らし続け、地域を支えるまちづくり

特徴ある小さな拠点

特徴ある小さな拠点

中規模拠点



再開発

高齢者虚弱化予防対策
（フレイル予防の仕組みづくり）

高齢者生活支援対策
（生活支援システムのあるまちづく

り）

高齢者活性化対策
（生きがい就労による地域活性化）

多世代共生と資産継受対策
（賃貸アパート、住替え、WGスペース）

その他重要課題
（会いたい人に会え、買い物ができるモビリ

ティ）

地域医療、介護
体制整備の拡充

農業、子育て就労、
流通・移動支援システム

子育て、若者の居住
空家、遊休地活用

フレイル予防・健康づくり
フレイル予防産業創出

地域生活支援
体制整備

地域在宅医療・介護対策
（地域が一つの施設のようなまちづく

り）

東京大学高齢社会総合研究機構が目指す

超高齢社会のまちづくりの基本概念
地域が一体となって持続可能な地域・住宅地の再生

地域資源活性化

持続化

高齢者中心の街から 多世代居住の街へ

高齢化率50％超；地域が ”シニアタウン”
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地域生活交通機能、
小売店舗拡充

仁淀川町の取組
みは、中山間地
域だけではなく
大都市郊外団地
の高齢化課題
に共通する概念
となっていく



ご清聴ありがとうございました


